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公調委平成２５年（セ）第１７号 千葉市における鉄道騒音・振動による健康被害

等責任裁定申請事件

裁 定

（当事者省略）

主 文

申請人の本件裁定申請を棄却する。

事 実 及 び 理 由

第１ 当事者の求める裁定

１ 申請人

被申請人は，申請人に対し，金４６１万円を支払え。

２ 被申請人

主文同旨

第２ 事案の概要

本件は，申請人が，貨物鉄道事業を営む被申請人の機関区における電気機関車

の入出区時に発生する騒音・振動により，生活妨害等を受け，騒音・振動を軽減

するために申請人宅を建て替えたとして，被申請人に対し，不法行為による損害

賠償請求権に基づき，慰謝料，申請人宅の建て替えに係る解体費用及び建て替え

前の申請人宅時価相当額の支払を求める事案である。

１ 前提事実（当事者間に争いがない事実，文中掲記の各証拠及び審問の全趣旨

により認められる事実）

⑴ 申請人宅と被申請人のＡ機関区との位置関係等

ア 申請人は，昭和５２年１０月ころから肩書地に居住している。

申請人宅所在地は第一種住居地域に指定されている。

イ 被申請人は，貨物鉄道事業を業とする株式会社であり，○○所在のＡ機

関区を管理している。同所には，遅くとも昭和５０年ころには，Ａ機関区
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の前身であるＢ機関区Ｃ派出が存在していた。（乙１２）

ウ 申請人宅とＡ機関区との位置関係は別紙図面のとおりであり，申請人宅

とＡ機関区との距離は最短で１０ｍ程度である。Ａ機関区には，４本の線

路（別紙図面①ないし④）と待機場所（別紙図面⑤）があり，その東側に

はＤ鉄道（単線）とＥ線（複線）の線路がある。

⑵ Ａ機関区の入出区の状況

Ａ機関区における電気機関車の入出区時刻は，別表のとおり，午前４時３

８分から午後１１時５９分までであり，入出区本数は合計２６本である。１

時間当たり１本から２本ほどの電気機関車が入区又は出区している。（乙

１）

⑶ 本件裁定申請に至る経緯

ア 申請人は，平成２４年９月１３日付けで，千葉県公害審査会に対し，被

申請人を相手方として，Ａ機関区の電気機関車の入出区時に発生する騒音

・振動によって生活妨害を受けたことによる慰謝料の支払等を求める調停

の申請をした。

千葉県公害審査会は，平成２５年１月１６日から同月１７日までの間，

申請人宅敷地内及び申請人宅内において，騒音・振動レベルの測定を実施

するなどしたが（以下「千葉県測定結果」という。），同年６月２５日，

調停は不成立に終わった。

イ 申請人は，平成２５年７月１８日，本件裁定申請をした。

⑷ 本件で参照され得る基準

ア 新幹線鉄道騒音に係る環境基準

新幹線鉄道騒音に係る環境基準（以下「新幹線鉄道騒音環境基準」とい

う。）の内容は概ね以下のとおりである（乙４）。

(ｱ) 地域の類型をⅠ（主として住居の用に供される地域）とⅡ（商工業

の用に供される地域等Ⅰ以外の地域であって通常の生活を保全する必要
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がある地域）に分け，Ⅰの地域については７０㏈以下，Ⅱの地域につい

ては７５㏈以下とする。各類型をあてはめる地域は都道府県知事が指定

する。

(ｲ) 上記(ｱ)の基準値は，次の方法により測定・評価した場合における値

とする。

ａ 測定は，新幹線鉄道の上り及び下りの列車を合わせて，原則として

連続して通過する２０本の列車について，当該通過列車ごとの騒音の

ピークレベル（ここでいうピークレベルは最大騒音レベル（LA,Smax）

を意味する。）を読み取って行うものとする。

ｂ 測定は，屋外において原則として地上１．２ｍの高さで行うものと

し，その測定点としては，当該地域の新幹線鉄道騒音を代表すると認

められる地点のほか新幹線鉄道騒音が問題となる地点を選定するもの

とする。

ｃ 評価は，ａのピークレベル（最大騒音レベル）のうちレベルの大き

さが上位半数のものをパワー平均して行うものとする。

(ｳ) 新幹線鉄道騒音環境基準は，午前６時から午後１２時までの間の新

幹線鉄道騒音に適用するものとする。

イ 在来鉄道の新設又は大規模改良に際しての騒音対策の指針

在来鉄道の新設又は大規模改良に際しての騒音対策の指針（以下「在来

鉄道騒音対策指針」という。）の内容は概ね以下のとおりである（乙４）。

(ｱ) 対象

鉄道事業法２条１項の適用を受ける鉄道のうち普通鉄道（ただし，新

幹線鉄道を除く。）又は軌道法の適用を受ける軌道のうち線路構造が普

通鉄道と同様であり，鉄道運転規則が準用される軌道であって，新規に

供用される区間（以下「新線」という。）及び大規模な改良を行った後

供用される区間（以下「大規模改良線」という。）における列車の走行
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に伴う騒音を対象とする。

(ｲ) 指針

ａ 新線については，等価騒音レベル（LAeq）として，昼間（午前７時

から午後１０時までの間）については６０㏈以下，夜間（午後１０時

から翌午前７時までの間）については５５㏈以下とする。なお，住居

専用地域等住居環境を保護すべき地域にあっては，一層の低減に努め

ることとする。

大規模改良線については，騒音レベルの状況を改良前より改善する

こととする。

ｂ 測定方法は，原則として，当該路線を通過する全列車（上下とも）

を対象とし，周波数重み付け特性をＡ特性に合わせ，通過列車ごとの

騒音の単発騒音暴露レベル（LAE）を測定し，これに一定の計算式を

当てはめて等価騒音レベルを算出することとする。

測定点は，鉄道用地の外部であって，なるべく地域の騒音を代表す

ると思われる屋外の地点のうち，原則として，近接側軌道中心線から

の水平距離が１２.５ｍ，高さが地上１.２ｍ，窓又は外壁から３.５

ｍ以上離れた地点を測定点として選定するものとする。

ｃ この指針は許容限度や受忍限度とは異なることに注意する必要があ

る。

ウ ＷＨＯ環境騒音ガイドライン値

ＷＨＯの睡眠妨害に関する環境騒音ガイドライン値（以下「ＷＨＯ環境

騒音ガイドライン値」という。）は，屋内の等価騒音レベル（LAeq）が３

０㏈以下，最大騒音レベル（LAmax）が４５㏈以下とされている（乙３，

４）。

２ 争点及びこれに関する当事者の主張

⑴ Ａ機関区における電気機関車の入出区時の騒音・振動による被害が受忍限
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度を超えるか（違法性の有無）

【申請人の主張】

ア(ｱ) Ａ機関区における電気機関車の入出区時に起こるアイドリングの音，

走行中でのエンジン音，線路と車輪との接触音などの騒音により，日常

生活における会話や電話・テレビ・ラジオの聞き取りに影響を受け，不

自由を感じている。

(ｲ) 申請人は，特にＡ機関区の操業が深夜，早朝時にも及んでいること

により，安眠が妨げられ，不快，イライラ等を感じること甚だしく，生

活妨害を受けている。申請人は，深夜・早朝における間欠的な騒音・振

動により目を覚ましてしまう。特に夏場は窓を開けて寝るので，騒音の

影響が大きい。

(ｳ) 千葉県測定結果によれば，最大騒音レベルは，新幹線鉄道騒音環境

基準及びＷＨＯ環境騒音ガイドライン値を上回っている。また，在来鉄

道騒音対策指針によれば，騒音レベルを昼間（午前７時から午後１０時

まで）６０㏈以下，夜間（午後１０時から翌午前７時まで）５５㏈以下

にするよう努力すべきところ，これを怠っている。

イ 入出区時の走行中における振動により，申請人宅にゆれ・きしみが生じ，

地震時と同様の恐怖を感じるなど，精神的苦痛を受けている。また，これ

により申請人宅の壁にひび割れが生じた。

ウ Ａ機関区における電気機関車の入出区時に発生する騒音・振動による申

請人の被害は，社会通念上受忍しなければならない限度をはるかに超えて

おり，違法であることは明白である。

エ 被申請人は，Ａ機関区における電気機関車の入出区時に発生する騒音・

振動による被害が発生することを予見することができたはずであり，被申

請人には少なくとも過失があるというべきである。

【被申請人の認否・反論】
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ア 申請人の主張のうち，アイは否認ないし不知。ウエは争う。

イ 千葉県測定結果によれば，騒音の発生回数は３３回，振動は３０回であ

り（これらは入出区本数である２６本よりも多いが，これは電気機関車の

構内移動等に伴うものである。），これらの累積継続時間は，屋外におい

ては騒音が１８分２３秒間，振動が３分２０秒間，屋内においては騒音が

１９分１９秒間，振動が５５秒間であったが，１日に占める時間はいずれ

もわずかである。

本件には環境基準等の適用はないが，在来鉄道騒音対策指針との比較で

も，屋外の等価騒音レベル（LAeq）は５０㏈であって，同指針値をはるか

に下回っている。

なお，Ａ機関区にはディーゼル機関車は現在入出区していないことから，

申請人の主張するところのアイドリング音やエンジン音は，電気機関車の

ブロア（機器を冷却する送風機）やモーターが発する音を指すと思われる。

ウ 申請人の主張する被害のうち，生活妨害については申請人の主観的なも

のであり，仮にＡ機関区での機関車の運行の影響もあるとしても申請人が

騒音に暴露されている時間は極めて短いため，影響は軽微である。また，

精神的な被害についても，Ａ機関区で発生する騒音・振動との相当因果関

係が認められるものではなく，そもそも何らの立証もない。

さらに，申請人宅の被害についても，その具体的な立証はない。

エ 被申請人が営む鉄道貨物輸送は，物を大量に廉価・高速で，しかも安全

・安定に輸送するもので，我が国の経済活動や国民生活に欠かせない極め

て高い公共性を有する事業である。Ａ機関区は，被申請人が全国２０か所

に設けた機関区の一つでその乗務線区は，Ｆ線，Ｇ線，Ｈ線を始め，Ｉ線，

Ｊ線，Ｋ線，Ｌ線，Ｍ線，Ｎ線と１都４県の広範囲に及んでおり，Ｏ方面

から日本各地への貨物輸送に欠かせない機関車基地である。

オ 申請人は，これまで被申請人に対して騒音・振動に関する苦情を申し立
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て，被申請人は，その度に対策を行うなどして真摯に対応してきた。

また，千葉県測定結果によれば，最大騒音レベルは屋外で７０㏈から７

５㏈の分布が多いが，その原因の多くは汽笛であって，これを受けて被申

請人は，汽笛吹鳴を全面的に取り止める対策を新たにとっている。

カ 申請人は，Ａ機関区の前身であるＢ機関区Ｃ派出の設置後である昭和５

２年１０月から現在地に居住しており，昭和６１年１０月には現在地に申

請人宅を新築したのである。

すなわち，申請人は，鉄道騒音等が発生している状態にあるとの認識を

有しながら，あえて現在地に居住し，かつ家屋を新築していることになる。

キ 以上の事情，特に被申請人の運営する貨物鉄道事業の公共性が極めて高

いことはもとより，被申請人が騒音・振動の軽減のために可能な限りの措

置を講じている事情，Ａ機関区で現実に発生している騒音・振動の数値等

を総合的に考慮すれば，申請人に受忍限度を超えるような騒音・振動によ

る被害は生じていないというべきである。

⑵ 損害額

【申請人の主張】

申請人の受けた騒音・振動による肉体的精神的苦痛を慰謝するには１００

万円が相当である。

また，申請人宅は，騒音・振動を軽減するため平成２５年７月に建て替え

たが，そのときの申請人宅の解体費用が１５４万円であり，申請人宅の建て

替え時の時価は２０７万円であった。

【被申請人の主張】

争う。

第３ 当裁定委員会の判断

１ 認定事実

前提事実，文中掲記の証拠及び審問の全趣旨によれば，以下の事実が認めら
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れる。

⑴ 申請人の苦情の申入れと被申請人の対応等

ア 申請人は，昭和５２年１０月から肩書地に居住し，昭和６１年１０月３

０日，申請人宅（２階建て）を新築した。その際，寝室を線路から離れた

位置にした。（乙６の１）

イ 申請人は，昭和６２年ころ，千葉市の市民意識調査において，Ｂ機関区

Ｃ派出やＥ線の騒音・振動について意見を述べた。これに対し，千葉市長

は，Ｂ機関区Ｃ派出におけるディーゼル機関車の運行は昭和６１年１１月

より昼間のみに限っていることやアイドリングを極力やめていることなど

を回答した。（甲３）

ウ 申請人は，平成１７年８月１２日，被申請人に対し，機関車の騒音につ

いて苦情を申し入れた。これに対し，被申請人は，同月１６日以降，午後

１１時以降における機関車の留置箇所を変更し，申請人宅から約３０ｍ遠

ざけ，運転士には出区時の汽笛を控えるよう指示した。（乙７）

エ 申請人は，平成２２年１月９日，被申請人に対し，機関車の走行に伴う

振動が大きく感じる，夜間零時過ぎに到着した機関車の音がいつまでもう

るさいとの苦情を申し入れた。これに対し，被申請人は，振動対策として

申請人宅前のポイントの点検を実施し，さらに午前零時３分Ｐ着の電気機

関車について留置場所を申請人宅前の線路上から離れた別の線路上に変更

することとした。（乙８）

オ 被申請人は，申請人からの騒音・振動に関する苦情を受け，平成２３年

１２月１９日，Ａ機関区構内における機関車の運転速度を時速１５㎞以下

としていたところ，夜間（午後９時から翌午前６時）については時速１０

㎞以下とした。（乙９）

カ 被申請人は，平成２４年１月１３日，騒音・振動を低減するためにバラ

スト突き固めを実施した（乙１０）。
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キ 被申請人は，千葉県公害審査会に対する調停係属中に実施された千葉県

測定結果を受け，平成２５年５月１４日，同年６月１日午前零時から，出

区点検に伴う汽笛合図及び入出区の起動開始時の汽笛合図について，安全

上その他やむを得ない場合を除き，省略することとした（乙２，１１）。

ク 申請人は，申請人宅を解体し，平成２５年７月ころ，新築した。申請人

は，新築された建物については，二重サッシ，地盤強化といった騒音・振

動対策を実施しており，従前よりも室内における騒音・振動レベルが小さ

くなった。

⑵ 千葉県測定結果（乙３）

ア 調査の概要

千葉県公害審査会は，平成２５年１月１６日午前１１時から翌１７日午

前１１時までの間，解体前の申請人宅の屋外（申請人宅敷地内）及び屋内

（申請人宅２階寝室）において，鉄道騒音・振動の測定を実施した。Ａ機

関区における電気機関車の騒音・振動の測定結果は，別紙▲▲Ａ機関区騒

音振動集計表のとおりである。

イ 騒音測定結果の概要

(ｱ) 測定条件

マイクロホンの高さは，屋外が地上から１．５ｍ，屋内が床面から１．

５ｍである。屋内の窓は閉めた状態であった。

周波数重み付け特性はＡ特性，時間重み付け特性はＳＬＯＷとした。

データ管理ソフトを用いて，最大騒音レベル，単発騒音暴露レベル及

び継続時間を集計した。なお，単発騒音暴露レベルの算定範囲は，最大

値から１０㏈下がった範囲を原則とし，その開始から終了時間までを継

続時間とした。

(ｲ) 騒音発生回数

調査実施期間中における電気機関車による騒音発生回数は３３回であ
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り，そのうち夜間（午後１０時から翌午前７時まで）における騒音発生

回数は９回であった。

なお，Ａ機関区の運行回数は１日２６本であるが，騒音発生回数は，

発着前後のブロア音や電気機関車の構内移動があるため，運行本数より

多かった。

(ｳ) 最大騒音レベル（LA,Smax）

３３回の騒音発生回数のうち，屋外における最大騒音レベルは，最小

５９.６㏈，最大８６.４㏈であった。屋内における最大騒音レベルは，

最小３９.３㏈，最大６２.０㏈であった。屋外と屋内での最大間におけ

る騒音レベルの差は，最大２４.４㏈であった。

３３回の騒音発生回数のうち，最大騒音レベルの最大値は汽笛の音に

よるものであった。また，ブレーキ音が最大騒音レベルを記録すること

もあり，汽笛やブレーキ音が耳障りな音として確認された。そのほか，

ブレーキのエア抜き音や線路のポイント切替え作業音も確認された。

(ｴ) 累積継続時間

電気機関車による騒音が卓越している時間を１日当たりで累積すると，

屋外では１８分１１秒間，屋内では１９分１９秒間であった。

昼間（午前７時から午後１０時までの間）の累積継続時間は，屋外が

１２分２６秒間，屋内が１４分２秒間であり，音の種類としてはブロア

音が比較的長く継続しており，屋内の最も長い継続時間は１分４８秒間

であった。ブロア音のみの最大騒音レベル（LA,Smax）は最も長い継続時

間中に確認された４８.５㏈であった。

夜間（午後１０時から翌午前７時までの間）の累積継続時間は，屋外

が５分４５秒間，屋内が５分１７秒間であって，音の種類としてはブロ

ア音が最も長く継続しており，屋内の最も長い継続時間は２分１５秒間

であった。その間の最大騒音レベルは４１.９㏈であった。
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(ｵ) 等価騒音レベル（LAeq）

単発騒音暴露レベル（LAE）から算出した等価騒音レベルは，屋外で

は昼間（午前７時から午後１０時までの間）５１㏈，夜間（午後１０時

から翌午前７時までの間）５０㏈，屋内では昼間２７㏈，夜間２５㏈で

あった。

また，２４時間等価騒音レベル（LAeq,24h）は，屋外では５０㏈，屋内

では２６㏈であった。

(ｶ) 最大騒音レベル（LA,Smax）のパワー平均

連続して通過する２０本のうち上位半数の最大騒音レベル（LA,Smax）

をパワー平均すると８２㏈であった。

ウ 振動測定結果の概要

(ｱ) 測定条件

振動レベル計の振動感覚補正特性（鉛直）は LV（振動レベル）特性

とした。

データ管理ソフトを用いて，最大振動レベル（Ｚ：鉛直方向）と５０

㏈以上の継続時間を集計した（なお，屋内ではＸ，Ｙ：水平方向も測定

しているが，別紙▲▲Ａ機関区騒音振動集計表には，Ｚ：鉛直方向のみ

を記載した。）。

(ｲ) 振動発生回数

調査実施期間中における電気機関車による振動発生回数は３０回，そ

のうち夜間（午後１０時から翌午前７時まで）における振動発生回数は

８回であった。電気機関車がＡ機関区から出区する前のブロアの稼働で

は，暗振動より１０㏈以上大きい振動が発生していないため，振動発生

回数は，騒音発生回数よりもやや少なかった。

(ｳ) 最大振動レベル（LVmax）

屋外における最大振動レベルは，最小５０.７㏈，最大６２.４㏈であ
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った。屋内における最大振動レベルは，最小４５.０㏈，最大５７.６㏈

であった。

(ｴ) 累積継続時間

振動の感覚閾値は一般的に５５㏈程度といわれており，５０㏈を超え

る継続時間を集計したところ，屋外では２０６秒間，屋内では５５秒間

であった。

２ 争点⑴（Ａ機関区における電気機関車の入出区時の騒音・振動による被害が

受忍限度を超えるか（違法性の有無））について

⑴ 判断基準

騒音・振動による被害が一般社会通念上受忍すべき程度を超えるか否かは，

侵害行為の態様と侵害の程度，被侵害利益の性質と内容，侵害行為のもつ公

共性ないし公益上の必要性の内容と程度等を比較検討するほか，侵害行為の

開始とその後の継続の経過及び状況，その間にとられた被害の防止に関する

措置の有無及びその内容，効果等の諸般の事情を総合的に考察して，これを

判断するのが相当である。

⑵ 騒音の程度

ア Ａ機関区の電気機関車による騒音については，これに直接適用される環

境基準等は存在しない。

しかし，受忍限度を判断するに当たって，参考となる環境基準等を考慮

することは否定されないところ，新幹線鉄道騒音環境基準は，新幹線の高

速走行によって発生する騒音を念頭に定められたものであるから，本件の

参考にすることは適切でないが，在来鉄道騒音対策指針やＷＨＯ環境騒音

ガイドライン値を参考とすることは妨げられない。

もっとも，在来鉄道騒音対策指針は，在来線の走行に伴う騒音に関する

ものであるところ，千葉県測定結果には，走行に伴う音だけでなく，汽笛，

ブレーキ音及び電気機関車停止中のブロア音も含まれていることが認めら
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れるから，その点に留意することが必要である。また，ＷＨＯ環境騒音ガ

イドライン値は，ほとんどの人が影響を受けないという意味で最も厳しい

値であって，環境基準は，この値を目標としつつ，技術的，経済的側面も

考慮しながら地域類型ごとの基準値を設定していることに留意すべきであ

る。

イ(ｱ) 千葉県測定結果を検討すると，音の種類としては，機関車のブロア

音，ブレーキ音，汽笛などがあるところ，特に汽笛は，最大騒音レベル

が屋外で８６.４㏈，屋内で６２.０㏈ほどとなることがあるから，他の

音と比較して騒音レベルが高いといえる。

(ｲ) 千葉県公害審査会の測定が実施された日における騒音の累積継続時

間は，屋外が１８分１１秒間，屋内が１９分１９秒間であるから，１日

に占める割合は少ない。音の種類としてはブロア音の継続時間が他の音

と比較して長いといえる。

昼間（午前７時から午後１０時までの間），夜間（午後１０時から翌

午前７時までの間）で区別して検討すると，昼間では，屋外が１２分２

６秒間，屋内が１４分２秒間である。昼間に確認されたブロア音は，屋

内で最長１分４８秒間継続していたものの，その最大騒音レベルが４８.

５㏈であり，睡眠妨害に関するＷＨＯ環境騒音ガイドライン値をわずか

に上回る程度である。

夜間では，屋外が５分４５秒間，屋内が５分１７秒間であって，昼間

と比較しても累積継続時間は屋外が２分の１程度で屋内が３分の１程度

である。そのうち，通過時刻午前４時１７分の機関車によるブロア音が

２分以上継続していたものの，その最大騒音レベルは，屋内で４１.９

㏈であって，ＷＨＯ環境騒音ガイドライン値よりも低い。

(ｳ) 等価騒音レベルについてみると，屋外では昼間５１㏈，夜間５０㏈

であって，走行に伴う音だけではないにもかかわらず，在来鉄道騒音対
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策指針を超えていない。また，屋内では昼間２７㏈，夜間２５㏈であっ

て，ＷＨＯ環境騒音ガイドライン値との関係では夜間等価騒音レベルは

これを超えていない。

もっとも，千葉県測定結果は，窓を閉めた状態で測定したものである

から，窓の遮音性能を考慮すると，窓を開けた状態では１０㏈ほど騒音

レベルが高くなる可能性があり（乙４・１３頁参照），昼間３７㏈，夜

間３５㏈ほどになると推測される。そうすると，ＷＨＯ環境騒音ガイド

ライン値（等価騒音レベルが３０㏈）との関係では，夜間等価騒音レベ

ルがこれを５㏈ほど超えるものと推認されるが，同ガイドライン値に比

べ，騒音の感覚的な変化は小さいといえる。

(ｴ) 最大騒音レベルについてみると，屋内の最大騒音レベルは，午前７

時から午後１０時までの間に発生した２４回のうち，午後３時４４分２

７秒から午後３時４４分３７秒の間に記録された５８.６㏈が最も高い

値である。午後１０時から翌午前７時までの間に発生した９回のうち，

ＷＨＯ環境騒音ガイドライン値を超えている場合は６回であり，午後１

１時１７分１秒から午後１１時１７分８秒の間に記録された汽笛の６２.

０㏈が最も大きいものの，それ以外は４９.０㏈から５２.０㏈の範囲で

あって，１０㏈も下回っている。

そして，最大騒音レベルが屋内で５０㏈を超えているものは汽笛によ

るものが多いと認められる。

⑶ 振動の程度

最大振動レベルは屋外では６２.４㏈であり，屋内では５７.６㏈である。

屋内で計測された振動３０回のうち，振動の感覚閾値である５５㏈を超えた

ものは５回であって，ほとんどが５５㏈を超えていない。屋内で５０㏈を超

える累積継続時間は５５秒間である。

⑷ 被侵害利益の性質と内容
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ア 騒音による被害

(ｱ) 申請人は，電気機関車からの騒音により日常生活における会話や電

話・テレビ・ラジオの聞き取りに影響を受けていると主張する。

しかし，申請人宅２階と１階の騒音レベルは同程度であると推認され

るところ，千葉県測定結果によれば，窓を閉めた状態であれば，屋内の

昼間等価騒音レベルは２７㏈であって低いといえる上，最大騒音レベル

や騒音の累積継続時間をも考慮すれば会話妨害等が発生するような騒音

レベルではない。他方，窓を開けた状態であれば，屋内の昼間等価騒音

レベルは３７㏈ほどであり，最大騒音レベルは１０㏈程度高くなるとい

えるが（乙４・１３頁参照），騒音の累積継続時間をも考慮すれば，会

話や電話の聞き取り等への影響は軽度といえる。

(ｲ) また，申請人は，電気機関車からの騒音により睡眠妨害を受けてい

ると主張する。

確かに，夜間（午後１０時から翌午前７時までの間）に発生した騒音

９回のうち，６回については最大騒音レベルがＷＨＯ環境騒音ガイドラ

イン値を超えている。

しかし，ＷＨＯ環境騒音ガイドライン値は，ほとんどの人が影響を受

けないという意味で最も厳しい基準であるところ，申請人が不眠症など

で通院した事実はうかがわれない。千葉県測定結果によれば，窓を閉め

た状態であれば，屋内の夜間等価騒音レベルは２５㏈であってかなり小

さい上，騒音の累積継続時間をも考慮すれば睡眠妨害が発生するとして

も，その被害は軽微といえる。

もっとも，窓を開けた状態であれば，屋内の夜間等価騒音レベルは３

５㏈ほどであって，ＷＨＯ環境騒音ガイドライン値を超えている上，最

大騒音レベルも１０㏈程度高くなるから（乙４・１３頁），睡眠への影

響は否定できないが，騒音発生の頻度や騒音の累積継続時間を考慮すれ
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ば，睡眠への影響があったとしても，その程度は軽度といえる。

なお，平成２５年６月以降，Ａ機関区における機関車の騒音の中で最

大騒音レベルを記録することが多かった汽笛合図が減少したことは後記

⑹のとおりである。

(ｳ) 以上によれば，窓を閉めた状態であっても，申請人の睡眠への影響

が発生する可能性は否定できないが，その程度は軽微であり，窓を開け

た状態であれば，電気機関車からの騒音により申請人宅で会話や睡眠等

への影響が発生する可能性も否定できないが，その程度は軽度であると

いえる。

イ 振動による被害

申請人は，電気機関車からの振動により申請人宅の壁にひび割れが生じ，

申請人が精神的苦痛を被ったなどと主張する。

しかし，申請人宅の損傷についてはこれを認めるに足りる証拠はない。

上記⑶の最大振動レベルに照らすと，電気機関車からの振動により申請人

宅に損傷が生じるとは考えられない（なお，Ｘ，Ｙ方向の最大振動レベル

はそれぞれ６１.４㏈，５９.５㏈であって，同様に申請人宅に損傷が生じ

るとは考えられない。）。

また，申請人宅１階の振動レベルは申請人宅２階のそれを超えることは

ないものと推認されるところ，電気機関車からの振動は申請人宅内におい

て感覚閾値をほとんど超えておらず，超えているとしてもわずかである。

屋内で５０㏈を超える累積継続時間は５５秒間であり，感覚閾値５５㏈を

超える累積時間がさらに短くなることにも照らすと，申請人が体感する限

度で不快に感じる場合があるとしても，その被害の程度は軽微といえる。

⑸ 被申請人の鉄道貨物事業の公共性

鉄道貨物輸送は，大量輸送，長距離輸送の特性を持つもので，自動車輸送

のシェア増大に伴って，そのシェアが減少してはきたが，近年，地球温暖化
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の原因の一つとされるＣＯ２の排出量が少ない点が注目されており，その重

要性が増しているといえる。

Ａ機関区は，被申請人が全国２０か所に設けた機関区の一つで，その乗務

区間はＦ線，Ｇ線，Ｈ線，Ｋ線，Ｎ線など１都４県に及んでいる。

このように，被申請人がＡ機関区で営む貨物鉄道事業は，国民生活や経済

活動の基盤であって公共性を有している。

⑹ 被害の防止に関する措置の内容及びその効果

被申請人は，前記１⑴ウないしキ記載のとおり，申請人からの苦情などに

対し，電気機関車の留置場所の変更，Ａ機関区構内における機関車の運転速

度を昼間に比べて減速することし，夜間時速を１０㎞とすること，平成２５

年６月以降Ａ機関区構内における汽笛合図を原則として省略することなどの

対策を実施してきた。

特に汽笛合図の省略は，汽笛が騒音発生回数のうちで最大騒音レベルを記

録したことが多いことからすると，最大騒音レベルの低減に相当程度効果が

あるものと認められる。

⑺ 先住性等

申請人が肩書地に居住したときには，既にＡ機関区の前身であるＢ機関区

Ｃ派出が存在したところ，Ａ機関区における機関車の騒音のうち最大騒音レ

ベルが大きいと見込まれる汽笛は，申請人が居住を始めたころと現在を比較

してみても同程度の最大騒音レベルで発生していたものと推認される。他方

申請人が居住を始めたころに比べてＡ機関区における入出区数が変化し，こ

れが増加している可能性は否定できない。

しかし，申請人は，少なくとも居住を始める時点で汽笛による騒音すなわ

ち最大騒音レベルについては同程度のものを認識し得たといえる。

⑻ 総合判断

ア 騒音による被害について検討すると，Ａ機関区における電気機関車によ

，
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る騒音の等価騒音レベルが低いこと，申請人の主張する会話や睡眠等への

影響は軽度なものにとどまっていることに加え，最大騒音レベルが高いと

見込まれる汽笛については，申請人が居住し始めたころより悪化したとま

ではいえないこと，Ａ機関区からの騒音の最大騒音レベルは汽笛によるも

のが多いところ，被申請人が行った防音対策として汽笛合図の取り止めが，

最大騒音レベルの低減に相当程度効果があるといえること，被申請人がＡ

機関区で営む貨物鉄道事業が公共性を有することからすれば，Ａ機関区に

おける電気機関車による騒音による被害は受忍限度の範囲内にとどまるも

のというべきである。

イ 振動による被害について検討すると，Ａ機関区における電気機関車によ

る振動の程度が小さいこと，被侵害利益が客観的に判断できる健康被害に

至らない不快感といった主観的なものにとどまっており，その程度も軽微

といえること，その一方で，被申請人がＡ機関区で営む貨物鉄道事業が公

共性を有することからすれば，Ａ機関区における電気機関車による振動に

よる被害は受忍限度の範囲内にとどまるものというべきである。

ウ そして，騒音・振動被害を一体として考えたとしても，振動被害が軽微

であることなど上記ア，イに説示したところによれば，Ａ機関区における

電気機関車による騒音・振動による被害は受忍限度の範囲内にあるといえ

る。

３ 結論

以上によれば，その余の争点を検討するまでもなく，申請人の本件裁定申請

は理由がないから，棄却することとし，主文のとおり裁定する。

平成２７年５月２９日

公害等調整委員会裁定委員会
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裁定委員長 松 森 宏

裁定委員 杉 野 翔 子

裁定委員 柴 山 秀 雄

（別紙および別表省略）




